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要 望 書 

Ｂ型肝炎ワクチンの定期接種化等に関する要望 

 

 厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会から予防接種制度の見直しについて（第二次

提言）が平成 24 年 5 月 23 日に公表されました。この中でＢ型肝炎について、１類疾病の

「致命率が高いこと、または感染し長期間経過後に重篤になる可能性が高い疾病になるこ

とによる、重大な社会的損失の防止を図る目的で予防接種を行う疾病」に位置づけ、広く

ワクチン接種を促進していくことが望ましいと記載されています。この提言に沿って、速

やかにＢ型肝炎ワクチンの定期接種化を実現して頂けるように要望します。 

 

日本ではＢ型肝炎ウイルス（HBV）に起因する肝癌の死亡者数は年間約 5,000 人、肝硬

変による死亡者数は 1,000 人と推計されており、子宮頚癌による死亡者数の２倍以上に達

しています 1)。また医療経済面では、医療費助成制度が設けられるなど、Ｂ型慢性肝疾患の

治療には高額な費用負担が生じます。加えて、HBV のキャリア状態が終息したと判断され

た人も、近年の多様化している免疫抑制療法の治療中に HBV 感染の再活性化が起こり非

常に重篤な肝炎を起こす事例（de novo 肝炎など）が日本には多いことが判明し、その予

防や治療のために多額の医療費が必要になっています 1)。 

日本ではこれまで HBV の母子感染予防に力を入れ、大きな成果をあげてきたと評価でき

ます。一方、近年これらの予防措置からはずれる症例も多く、また若年成人を中心に現在

も年間 6,000 人以上の新規感染者がいると推計されます 2)。このため母子感染予防だけでは

制御できない現状があり、水平感染を視野に入れた感染防止対策が強く求められています。

とくに小児の HBV 感染者は無症状でも体液中のウイルス量が多く、感染源になりやすい可

能性も考えられ、保育所や運動部での集団感染事例も散見されます。このためか HBV キャ

リア小児が保育所通園を断られるなど、深刻な事態も発生しています。 
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HBV 感染者が１歳未満の場合 90％、１～４歳の場合は 20～50％、それ以上の年齢にな

ると１％以下の確率でキャリアに移行します。一方、乳児にＢ型肝炎ワクチンを接種する

と 95%以上で抗体が獲得され、感染防止効果は 20 年以上続き、安全性も高いことが確認さ

れています 1)。このため、世界保健機関(WHO)は全ての小児へのＢ型肝炎ワクチン接種を

勧告しており、2010 年の時点ですでに 179 か国がこれを導入しています。 

以上のような経緯から、Ｂ型肝炎ワクチンの定期接種化は極めて重要な施策であり、早

期に実現できるよう、よろしくお願い申し上げます。これに関連して、乳児へのワクチン

接種回数を減らし、接種費用の軽減を図るために、他のワクチンとの混合ワクチンの開発・

導入を早急に検討して下さるようにお願いいたします。また、小児 HBV 感染では家族内感

染が多くを占めることから 2)、定期接種化と並行して、HBV キャリアの同居家族へのワク

チン接種も緊急の施策として進めて頂けるようにお願い申し上げます。 
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